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ビル防災システムの動向
Recent Trend of FiresafetY SYStemS for Buildings

近年,日本経済の急速な発展に伴い郡市が高密度化する一方,目覚ましい建築技

術の進歩により,ビルの構造もますます複雑となり,巨大化･(超)高層化･深層化

へと変ぼうしつつある｡このようなビルで一度火災事故が起こると,その被吉は単

に物的なものにとどまらず,悲惨な人身事故につながるケースの多いことは,内外

幾多の事例が示すとおりである｡そこで,ビルの防災対策も,従来の耐火構造化妥

点から人命尊重を第一義とした防災システム化へと移行しつつあるのは当然のこと

といえよう｡こうしたニーズに対応して,建築防災計画における窟量的評価手法の

導入,防災設備機器の機能向上と高信緑化,防災センタのマンーマシン性への配膚,

災害時における人間の行動を十分に考慮した避難誘導方法など,多様な技術｢iH莞が

進められている｡本稿は,防災システムに密着するこれら毒乏新の防災技術情報につ

いて,その概要を述べる｡

l】 緒 言

近年続発した百貨店,雉屑-ビルなどの一連のビル火災事故

により,中高層ビルの火災では,財産の才員吾もさることなが

ら,多くの人命が直接危険にきらされるケースが多いことが

明らかになった｡このような事実を背景に社会的に防災意識

がにわかに高揚し,｢消防法+など関係法令の規制強化,防災

技術の開発促進などのビル防災対策が強力に推進されるよう

になった｡

最近のビル防災対策は,

(1)防火･避難に関する建築的な面

(2)火災を早期に発見し,迅速確実に人々を避難させ,同時

に的確な消火活動を行なうための感知,通報,警報,誘導,

消火などの消防用設備機器

(3)上記各項の適切な道草

の3点をシステムとしてとらえようとする方向にある｡また,

建築防災計画においても,同じ観点に立って,災害時におけ

る人間の行動を重視し,建築空間,燃焼現象,人間の三つを

総合的にとらえ,人間の安全を至上目標とするビル防災シス

テムの寸封立を志向している｡

本稿は,ビル防災システムに直接結びつく石女新の技術諸情

報,すなわち,

(1)防災工学的体系に治った建築防災計画法の確立

(2)火災時のビル内群衆流.動の解析と避難計画への適用
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煙のi売れの解析と防排煙計画への応用

防災センタの管理運用面を配慮した設備計画

火災感知器の誤(失)報対策

などに閲し,最近の開発動向などについて述べる｡

国 法規制の動向

昭和50年度版消防白書は,社会経済の変ぼうに伴う防災問

題の多様化に対処するための課題として,石油コンビナート

の防災,大地震･火災対策,自然災害対策と並んで高層建築

物,地下街などの防災対策を取り上げ,今後の防災体制の基

本的方向の一つとして,人命安全に関する企業の社会的責任

の強化と早急な安全体制の整備とを要請している｡
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表l アメリカにおける高層ビルの法規制項目と改正時期 ニュ

ーヨーク市の法規制(昭48)が順次,他の諸都市(昭49～50)にも及んでいる｡

都 市 名 ニュー ロスアン サンフラ
シカゴ

項 目 ヨーク -ピノレス ンシスコ

規制対象ビルの高さ(ft)

ファイアコマンド

センター

100以+二 i75以上 了5以上 80以上

○ ○ ○ ○

必

要

シ

ス

テ

ム

及

ぴ

壬√し

石又

備

放送･通報システム ○ ○ ○ ○

エレベータシステム

(防災機能付加)
○ ○ ○ ○

ファイアアラーム

システム

○ ○ ○ ○

1スモークコントロール
l

システム
○ ○ ○ ○

非常電;原設備 ○ ○ ○ ○

ス70リンクラ システム (⊃ ○ ○ ○

○

○

L避難階段区画給気加圧
【システム*

○ ○
lo

防火区画の形成 (⊃

出入口防火･防煙とびら ○ ○ ○

ヘリコプター発着場*
○ ○

改 正 年 月 19丁3-10 1974- 7 1974-10 1975- 6

;主:*は我が国の法規制にはないものである｡

最近の火災事故を踏まえた昭和49年6月の｢消】坊法+改正

及びそれに続く関係政･省令などの改正では,火災による人

命危険の高い百貨店,雑居ビルなどの特定防火対象物につい

ては,既存建築物であっても,スプリンクラ言対敵 非常電源

設備などを遡及して設置しなければならないとしている｡ま

た,防火管理及び防災設備の検査･点検の義務規制が強化さ

れ,具体的な基準が示されている｡

これは,災害危険度に応じて,現時点で実効性のある防災

対策を確立しようとする社会的要請が,法不遡及の原則を大

きく超えたと見るべきで,まさに画期的なことといってよい｡

一方,諸外国における法規制の動向をアメリカの高層ビル

に例をとれば表11)に示すとおりである｡同表によると,1970

年のニ･ユーヨーク市のオフィス ビルの火災に端を発して同市

*
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の規制が強化きれたが,比較的無期間のうちに他の主要都心

にも強い影竿を与えていることが分かる｡

アメリカにおける法規制は､各都市とも建築物の質的変化

に対J心して,単なる財産保護を目的とした耐火椛造化重点.二i三

兼から,人命の安全を最車ノミとした方向へと改止されており,

確実に安全措置が【当れる利用技術は果断にこれを中人しよう

とする横板的な姿勢がうかがわれる｡

同 ビル防災システムの現状と将来の動向

3.1 防災計画

率直にいえば,現在,建築計画にそのまま過絹できる程度

に災害の惟状をとらえた防災工学ないし防災計画手法が確立

されているとは言えない｡建築の計画及び設計は各専門分野

別に行なわれることが多く,防災計画は必ずしも体系だって

行なわれていないのが実情である｡

ニのため,実際の防災計画は,｢消防法+,｢‾建築其準法+な

どの法規削を根拠とする手i去で行なわれる場合が多い｡しか

し,これらの法規制は,もともと設計手法的,あるいは設計

指針的な構成がとらえられていないこと,また,頻発する現

実の災害に対応してしばしば改正が行なわれていることなど

から,法令をラ占に防災計画を立案することは困難が多い｡

こうした事情によって,最近では各建築物に要1推される1妨

火,避難の際の安全性を定量的評価‾方法によって可及的正確

にとらえ,ビル防災システム計画を行なう試みが進められて

いる2)～4)｡その一例として,図lにビル防災システムの計画手

順を示す｡

ビル防災システムの計i.酎ま,火災の発生及び拡大を防_tl二す

る‾方法と,出火後の安全を確保しようとする方法の二つのサ

ブシステムに大別きれる｡このうち,火災の党牛･拡大の防

止対策は,危険の生起確率をイ氏子城させることで特に重安であ

る｡しかし,同図に示す出火確率モr=0あるいは消火確率P｡

=1という保証は現実には得られないから,実際上,出火後

の安全対策が不可欠となる｡

[

出
火
条
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自.営消′防 組織

出火確率
P/=0

NO

YES

火災発生後は,同同に示すように,壇の流れと人の行動の

変化の過稚の中で,図の右下の判定結果を"YES''として,

研佳肴を安全に避ヲ推させ得る必要がある｡この条件を満たす

ためには,ビル内各所の煙濃度の変化と居イj三石の避∃推所要時

r至りを計算しなければならないが,その計算法としては,群集

流.勅シミュレ【ション5)による手法などが有効であろう｡

図26)にアメリカにおける定量化した評価をもとにした防災

計画の例を示す｡ニの防災計画の前段階として基本計画案7)が

あり,戸斤安システムの関係がきめ細かに体系づけられた形で

示されている｡同国は,この端本計画を展開Lて,期待し得

る安全の程度などを明確にしたりⅥク シートの一例である｡

同同に示されているシ【トは,二呪在の技術レベルですべて整

備できるものではないが,できるだけ定量化した評価をもと

に,システムを体系づけて･安全度を高めてゆこう とするもの

である｡

3.2 火災覚知と通報

3.1のl坊災計画で述べた火災発生後の安全確保のシステム

をイ言純度,省力化,経済性などの面で効率よくするには,火

災の覚知･通報システムを確立することが重要である｡

表2に,現在,火災覚知,通報及び予防を分托する設備機

器頬を■示す｡ここで注目すべきは,人が介在しなければなら

ないl坊災設備が多いことと,予知機能をもった防災設イ嵐が少

ないことである｡日動火災報知機といえども√受信憑注が感知器

からミ古宇報を′妻けた場fナ,人が現場を確認することが旧習とな

っている｡

ニのような場合,八の行動には限界があるので,火災発生

など緊急の場合,早其昨寸策が遅れる危険が大きい｡アメリカ

では人間が介在せずに発見･通報∵消火の能力を持っている

スプリンクラ設備が普及し,その信椒度は96.2%8)といわれて

いる｡我が同でも,この椎高信相席の【坊災設備機器の普及が

切望される｡

史に,防排煙システムでは,システムの安全度を高めるた

めには,壇感知器の信綿J空を向上させることが不可欠の要件

注: 条 件

□設計要素
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図l ビル巨万三拉システム計

画手順 ビル防災システム

計画における安全評価のための

手順の考え方を示している｡
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となる｡そこで,感知器の機能で有之も雇要な早期発見とイてて柵

蛇のIFJj上について,次に述べるような提案や実験が行なわれ

ている9),10)

(1)熱(煙)感知器｢一休の誤(失)報対‾策

(2)煙,ガス濃岐,f法度などの量のト

f那皆的官:三視による覚匁l確度の向上

(3)煙,ガス,iふし性などの巽柿感知器,

の組イ干せによる覚知確度の向_ト

ニれらの提案,又は実験を踏まえて,

しては確認灯付煙感知器の開ヲ己､また,

レンドf.二さ丁_こ手札あるいは

あるいは【i抑仁感知器

例えば,りこ報対ノ策と

誤報対策とLて`屯1も

t′】てJ,純造的な改良が鋭息進め仁〕れている｡

次に二iニ知機能については,克と近の建物火災の出火原因別の

損害額11)から見て,什′;;1:設備機器にナ知機能を付加すること

がヰ祝されている｡ニのレベルの予知ニーニー抑ま,既に-一一部で実

施されているものもあるが,センサの利用方法などにいっそ

うの工夫を加え,また全体システムとの連係を更に深める必

要がある｡

3.3 煙に対する安全避難対策

常住者を安全に避難誘導するためには,ビルの帖造,用途

に応じて次のような対策を占措ずる必要がある｡

(1)建 叶勿

避難†;即貨,避難地路,非常出1l,ゾーニング,安全区ill】て,

｢坊火区沖1,採光

(2)収谷物

可燃物制限,過路確保

(3)設 備

防排煙,給排乞も,誘や灯,誘導標i札非常照明,非常放送,

避弓推器只-,ニ牧肋器具

(4)痔 蒙

訓練,掲示板,詫類,巡視ヲ竿備員

煙の進入を防ぎ,避難や枚肋活動を不易にするための手段

図2 防災システム ワーク シ

ート例 火災荷重･区画の水準と

消火システム信頼度の検討結果を表示

Lている｡

として,最近我力咽でも給1川口柱‾方式12)･13)が注目され始めて

いる｡アメリカでほ､‾前記表2に示したように,1973年(昭和

48年)10月ニューヨーク市で実施されて以来,高層ビルに対

してi墟難階f引メニ伸け)給乞i加住方式の導人を義務づけている｡

ニューヨーク市の例では,既存の高層オフィス ビルに対Lて

も,煉を他に逃さずに排出するスモーク シャフトを設置する

か,又は避難l桝長一束画を加圧するかク)いずれかを義務づけ,

煙からの′左仝確保を周っている｡

また,墟の流れを解析して効深的な対策に結びつける手法

とLては,建設省建築研究所における稚々の実験がある3)｡更

に,NBS(NationalBureau of Standards Washington,

D.C.)の六フッ化硫黄(SF6)を使った実際グ)建築物での実験

純米が報告されておリ14),順次実用の段階に入ってきている｡

一方,ビル内の交通に不案内の不確定多数の人々をどのよ

うな経路を通って安全な場所に誘導するかは,流垂拍勺な人々

の動きを的確にとらえ,かつ刻々に変化する火災状況に対ムヒ

した避難方法をあらかじめ十分に研究し,検討しておかなけ

ればならないく)

このひとつの評価プア法として,最近シミュレーション15),16)

手法が提案されている｡日立製作所は上戸くからこの問題に取

り組んでいるが､避難誘導対策を立てるに当たり,あらかじ

めシミュレーーションによって検討した述至難経路のパターンを

川志することは,

(1)火,煙,人々の動きをミクロ的に計測することは同報｡

(2)ミクロな情報から-拉適の避難誘導方法を判断することは

不可能｡

(3)避難誘導の指示はしばしば変更しないほうがよし､｡

などの押由から,硯`美的で有効な方法といえよう｡しかし,

二の‾方法による場合,当然のことながら,パターン上に予想

外の障吉が起こることもあり得るので,八が介在するバック

アlソプ佗正を考膳､する必要があることは言うまでもない｡

表2 予防･発見設備機器の分担 現状の言針溝機器を挙げたものであるが,人間の介在を要する防災設

備が多い｡また,予知機能を持った防災設備が少ない｡
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以上,煙に対する安全避難対策の動向の一端について述べ

たが､我が国では,これらを考慮して,前述の対策(1)～(4)を

早急に整備する必要があると考える｡

3.4 防災センタ

防災センタは,防災計画に基づいて設置した諸設備機器を

集中監視･制御する防災システムの中根であるこ建築物が大

規模･多様化した現在,管理の円滑化,災害時における指揮

系統の‥元化などのため,その必要がますます高まっている｡

我が国では,高層建築物(高さ31mを超えるもの)及び地下

街(J末面積ので結｢1,000m2を超えるもの)は,｢建築基準法+に

より中央管理室(防災センタ)を設置すべきことが規定されて

いる0 また,消防当局も従来より行政指導を行なってし､るが,

最近では防災センタの重要性が認識され,ビルの作‖壷,形態

によっては,法規制外のビルであっても,建築計画の中で防

災センタが設置される場合がある｡

アメリカでは,表2に示すように,防災センタに和当する

ものをファイヤ コマンド センタ(あるいはステーション)と

称してお-),高層ビルにはその設置を義務づけている｡ファ

イヤ コマンド センタの具備すべき機能は,都市により一様

でないが,概略次のように規定されている｡

(1)放送など通報の管理パネル

(2)消防署員用送受話器の設置とその管理パネル

(3)火災感知の受信と警報表示パネル

(4)エレベータ及び空調設備の監視制御バネん

(5)非常電話機

(6)スプリンクラ放水監視パネル

(7)非常電源装置の監視制御パネル

(8)消防署員の活動容易場所に設置(入口､ロビ【など)

これらは我が国の最近の防災センタ計画と比べて,さほど

違いはなし-が,(2),(8)のように消防署員の消火･救護活動を

円滑化することを主眼においたものを規定している点がユニ

ークである｡

また,我が国でも,いわゆるビル管二哩システムの一一環とし

て,空調衛生設備や電気設備などと並んで防災システムをと

らえ,これらのサブシステムを集中化することによって,省

力化,経済化を図ろうとする総合操作盤(図3参興)形式の

センタ設備が導入されつつある｡既に,ビル管理システムに

電了‾計算機が導人され活用されているが,防災の分野でも,

信相性,経済J阻 処理体系などが検討きれ12),13),前述の避難

誘導,給排気,l坊排煙,点検維持などの監視制御に電子計算

デ狩
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図3 総合操作盤(``HIFtCS500”) ビル管王里機能を待った防災盤の外

観を示す｡

機の導人が進められている｡

ただし,総合操作盤への集中化が急なあまり,操作が複雑

難解で消防署員などが緊急時に正しく操作でき･ないものや,

火災時の操作で防災センタのプライオリティが確立されてい

ないものは排除すべきである｡また,バックアップ系及び防災

センタ室自体の安全を図る必要のあることは言うまでもない｡

【】 結 言

ビル防災対策の歴史は,｢消防法+,｢建築基準法+などの法

令によって培われてきたものであるが,建築物の質的変化に

対応して,その重点が耐火構造化主義から人命尊重主義へと

変化し,現在は災害時における建築空間と人間との結びつき

の中で人命尊重を一義とする方向へ進んでいる｡ビル オーナ

ーの側でも,ビル防災の思考が浸透し,ビルの運用面の利便

を考慮しつつ防災設備計画に対するニーズが強くなってきて

いる｡

ビル防災のシステム化とは,計画･設計･施工･運用･保

守の一体化,つまり,オーナー･設計者･施工者･メーカー

に共通する防災に対する思想の統一が必要であり,そのため

にも明確な防災計画の樹立が望まれている｡本稿で紹介した

定量的手法に某づく防災システム計画は,まだ緒についたば

かりで学問的領域における基礎データの積み上げと実技術へ

の応用は､今後いっそうその深さを増してし-くものと思われ

るが,上述したような動向を積極的に採r)入れ,ユーザーの

期待にこたえるため,今後もi鋭意研究を続けてし､く考えである｡
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